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給 与 規 程 
 

第１章 総  則 

第１条  目  的 

この規程は、社会福祉法人クムレ（以下「法人」という）の就業規則第 72 条の規定に

基づき職員の給与に関する事項を定めたものである。 

２ 本規程に定めた事項のほか、職員の給与に関する事項は、労働基準法その他の法令の定

めるところによる。 

 

第 2 条  適  用 

    この規程は、法人就業規則第２条第１項の規定に定める職員（以下「職員」という）に

適用し、パートナー職員の給与については、パートナー職員就業規則に基づく個別の労働

契約によるものとする。 

２ 管理監督者（管理職 3級以上）にある職員については第 28 条の時間外および休日労働

に対する割増賃金は支給しない。 

 

第 3 条  平均賃金 

    平均賃金とは、労働基準法第１２条の定めに基づき、直前の賃金締切日から起算してそ

れ以前３ヵ月間に支払われた賃金の総額をその期間の総日数（暦日）で除した金額をいう。 

２ 前項に規定する期間中に次の各号の１つに該当する期間がある場合には、その日数およ

びその期間中の賃金はその計算にあたって控除する。 

(1) 業務上の傷病による療養のため休業した期間 

(2) 産前産後の女性が就業規則第 68 条に基づき休業した期間 

(3) 法人の都合により休業した期間 

(4) 試用期間 

(5) 就業規則第 70 条および第 71 条に定める育児休業・介護休業の期間 

３ 前項の定めにかかわらず採用後３か月に満たない者の平均賃金は、採用後の期間によっ

て計算するものとする。 

４ 本条第１項に規定する賃金の総額には、臨時に支給した賃金及び３ヵ月を超える期間ご

とに支給した賞与等は算入しない。 
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第２章 給 与 

 

第１節 賃金の構成と分類 

第４条  賃金の構成と分類 

    賃金の構成と分類は下記のとおりとする。 

          ┌役割基本給 

  ┌─基準内賃金─│ 

│       │      ┌─管理職・役職手当 

｜       ｜      ｜―保育所勤務者等処遇改善手当 

｜       ｜      ｜―処遇改善手当 

│       └諸手当───│─資格手当 

│              │─こども手当 

  │              └─住宅手当 

  │              ┌─時間外労働割増賃金 

│       ┌割増賃金手当┼─休日労働割増賃金 

賃金┼─基準外賃金─│      └─深夜労働割増賃金  

│       │      ┌─通勤手当 

│       └その他手当 ┼─夜勤手当 

  │              │─調整手当 

  │              │─食事支援費 

  │              └─年末年始手当 

  │      ┌─賞与 

  └─特別賃金─│ 

         └─退職金 

 

第 5 条  基準内賃金 

    時間外労働割増賃金の支給額の計算の基礎となる基準内賃金は基本給、資格手当をいう。 

 

第２節 賃金の支払い 

 

第６条  賃金の計算期間と支払日 

    賃金（臨時に支給するものを除く）は、当月 1 日から当月末日までの分について、翌

月 20 日（休日の場合は前日）に支給する。 

２  前項の定めにかかわらず、次の各号の一に該当するときは、職員（本人が死亡したと

きはその遺族）の請求により、賃金支払日前であっても、既往の労働に対する賃金を支

払う。 

(1) 人の死亡、退職、または解雇（懲戒解雇を含む）のとき 

(2) 本人またはその収入によって生計を維持する者が結婚、出産、死亡または疾病にか

かり、あるいは災害を受け臨時に出費を必要とするとき 

(3) その他特別の事情がある場合で、法人が必要と認めたとき 
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３  新たに職員となった者には、その日から賃金を支給し、昇給、降給等によって賃金額

に移動を生じた者には、その日から新たに定められた賃金を支給する。 

４  前２項の規定により賃金を支給する場合であって、その月の初日から支給するとき以

外のとき、またはその月の末日まで支給するとき以外のときは、その賃金額は、その月

の暦日数から勤務を要しない日を差し引いた日数を基礎として日割りによって計算す

る。 

５  職員が業務上死亡し、または組織の改廃その他やむを得ない業務上の事由により解雇

され、または退職した場合には、その月の賃金全額を支給する。 

 

第７条  欠勤および休職者等の賃金 

    職員が業務上負傷し、または疾病にかかり就業できない場合は、労働者災害補償保険制 

度の休業給付を受けるものとする。その場合、休業初日から３日間（休日を含む）につい 

ては、1 日の平均賃金の 100％を支給する。 

２ 職員が業務外の負傷、または疾病により就業することができない場合は、健康保険制度

の傷病手当金を受けるものとする。ただし、休業初日から３日間については、欠勤扱いと

する。 

３ 通勤災害による休業の場合は、その翌日から賃金の支払いを停止し、労働者災害補償保

険法の給付を申請するものとする。 

４ 法人の責めに帰すべき事由により休業したときは、休業手当を支給する。その休業手当

の額は、1 日につき平均賃金の 100 分の 60 とする。 

 

第８条  復職者等の賃金月額の調整 

    休職のため勤務しなかった職員が、復職するに至った場合において、他の職員との均衡

上必要があると認めるときは、復職するに至った日以後において、その者の基本給を調整

することができる。 

 

第９条  賃金の支払方法および控除 

    賃金は通貨で直接本人にその全額を支払う。ただし、次に掲げるものは、支払いのとき

控除する。 

(1)源泉所得税、住民税 

(2)健康保険料、厚生年金保険料、介護保険料および雇用保険料 

(3)その他職員代表と協定を締結したもの 

      なお、職員の同意を得、かつ、職員の過半数を代表する者との書面により協定した

場合には、当該職員の指定する金融機関の本人預金口座への振込みによることができ

る。 

 

第１０条  賃金の計算方法 

     賃金計算期間の途中で入社、退職、休職または復職した場合の賃金は、その月の賃金

を下記の算式により日割り計算にて支払う。 

２  制裁による減給もこの日割計算を準用する。 

基準内賃金÷１ヶ月平均所定労働日数×出勤日+通勤手当日額×出勤日 
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第１１条  （削除） 

 

第１２条  欠勤の控除 

     欠勤日数が 10 日未満の場合は、日割りで控除することとし、基準内賃金を月平均所

定労働日数（21.5 日）で除した日額に、欠勤日数を乗じて得た額を控除する。 

２  欠勤日数が 10 日以上の場合は、日割りで支給することとし、基準内賃金を月平均所

定労働日数（21.5 日）で除した日額に、出勤日数を乗じて支給する。ただし、賃金計

算期間の全部を休業した場合は、その月の賃金は支給しないものとする。 

 

第１２条の２ 端数の計算 

     第１０条及び第１２条の１によって計算した金額に円未満の端数が生じた場合には、

円単位に切り上げする。 

 

第３章 基準内賃金 

 

第１３条  基本給の構成 

     基本給は、役割資格等級に基づく役割基本給として支給する。 

 

第１４条  （削除） 

     

第１５条  役割基本給 

   役割基本給は、職群役割資格等級別の範囲給とし、別表１の通りとする。 

２  役割基本給は、当該役割資格等級に任用する職員について下限賃金を保障し、上限賃

金まで昇給を行うものとして運用する。 

３  役割基本給には資産形成 DB 手当を含むものとし、資産形成 DB 手当は、別に定める

資産形成 DB 手当給付規程のとおり支給する。 

 

第１６条  初任給 

     新規学卒者またはこれに準ずる職員の初任給は、年齢、能力、技能及び職務内容、社会情

勢等を勘案して決定し、別表２の通りとする。 

  ２  中途採用者は、学校卒業後の経過年数及び経験に応じて個々に決定するものとし、別表３

の基準に基づいて処遇する。 

  

第１７条  賃金を支給しない場合 

     職員が、次の各号の一に該当する場合は、第６条の規定にかかわらず、その休業した

期間または時間に対する賃金を支給しない。 

(1)就業規則第 83 条の就業禁止に伴う不就業 

(2)就業規則第 87 条第 3 項の出勤停止に伴う不就業 

(3)法人の指示に基づかない就業または不就業 

(4)争議行為に伴う不就業 
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第１８条  年次有給休暇の取扱い 

     就業規則第 61 条に定める年次有給休暇については、本給計算上、所定就業時間就業

したものとして取扱い、通常の賃金を支給する。また手当は１日につき 21.5 分の１と

する。 

 

第１９条  特別休暇の取扱い 

     就業規則第 66 条に定める特別休暇については、基本給計算上、所定就業時間就業し

たものとして取り扱う。また、手当は１日につき 21.5分の１の賃金とする。 

 

第２０条  管理職・役職手当 

   管理職および役職手当は、別表４の通り支給する。 

２  賃金の計算期間中、役職に変更が生じた場合は、当該月の管理職手当は上位の手当額

を支給する。 

 

第２０条の２ 保育所勤務者等処遇改善手当 

   保育所勤務者等処遇改善手当は、幼保連携型認定こども園及び保育所に勤務する職員

のうち、技能・経験に応じた追加的な処遇改善の対象となる職員に対し、別表４の２

の通り支給する。 

２  賃金の計算期間中、役職に変更が生じた場合は、当該月の管理職手当は上位の手当額

を支給する。 

 

第２０条の３ 処遇改善手当 

   処遇改善手当は、次の額とする。 

別に定める福祉・介護職員処遇改善加算の支給に関する規程に基づき支給される処遇

改善加算金の支給対象者以外の職員  月額 6,000円 

 

第２１条  資格手当 

     資格手当は、次の資格を取得している職員または採用後に取得した職員に対して支給

する。ただし、複数取得したものについては、高い方を 1 つだけ支給するものとする。 

資格 支給額 

社会福祉士 5,000 円 

精神保健福祉士 5,000 円 

ケアマネージャー 5,000 円 

臨床心理士 5,000 円 

公認心理師 5.000 円 

管理栄養士 5,000 円 

介護福祉士 5,000 円 

理学療法士 10,000円 

作業療法士 10,000円 

言語聴覚士 10,000円 
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看護師 
正看護師 20,000 円 

准看護師 10,000 円 

保育士 5,000 円 

社会保険労務士 

中小企業診断士 
5,000 円 

 

第２２条  子ども手当 

     扶養家族である子を有する職員に対して、子ども手当を支給する。 

２  対象となる子は、満 18 歳に達する日以降の最初の 3 月 31 日までの間にある子で、

主としてその職員の収入により生計を維持する者をいい、所得税法の扶養家族に準じて

認定する。 

３  前項の規定にかかわらず、次の者は扶養家族とすることはできない。 

(1)職員の配偶者が受ける扶養手当または民間事業所その他これに相当する手当の支 

給の基礎となっている者 

(2)年額 103万円以上の恒常的な収入があると見込まれる者 

４   前各号の規定により支給する子ども手当の月額は次の表のとおりとする。 

 

対象者 手当額（月額） 

子ども１人目 10,000円 

子ども２人目 5,000 円 

子ども３人以降 5,000 円 

 

５  （削除） 

６  新たに扶養手当の支給資格、または条件が発生した場合並びに扶養手当の支給を受け

ている職員で支給資格、または条件の消滅、変動のあった場合は、速やかに扶養届出（別

紙）により、事実関係を証明できる書類を添えて届け出るものとする。 

７  前項の届出を偽り、または怠って不当に扶養手当の支給を受けた場合は、誤って受給

した全額を返還しなければならない。 

８  扶養手当は、扶養家族をもつに至り、届出を行った日の属する給与計算月の翌月計算

分から（新たに職員となった者の採用、扶養家族をもつに至った日が月の初日である時

はその日の属する給与計算月）から扶養家族でなくなった当月まで支給する。 

 

第２３条  住宅手当 

 住宅手当は、住宅を賃貸している者に下の基準により支給する。ただし、法人が必要

と認め理事長が承認した場合は、支給することができる。 

 

 

支給額 

賃貸料（月額）が 20,000円までは、その実費額とし、

20,000円を限度として支給 

 

 

①職員本人が、契約者であること 

②職員本人が、世帯主であること 
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支給要件 ③当該職員が他から住宅手当またはそれに類する手当

を支給されていないこと 

 

提出書類 

①賃貸契約書(写) 

②職員本人が世帯主であることを証明することができ

る書類 

③住宅手当申請書 

２  住宅手当を受けようとする者は、速やかに所定の様式による住宅手当申請書および添

付書類を提出しなければならない。 

３  住宅手当は、前項の届出があった月の翌月（新たに職員となった者の採用、支給要件

を満たした日が月の初日である時はその日の属する月）から支給を開始、または改定す

る。但し、これに係る事実の生じた日から 15日を経過した後に届出を受理した場合は、

その届出を受理した日の属する月の翌月から支給する。 

４  休職、停職、育児休業、介護休業の期間は支給しない。この場合の月の中途における

開始・終了の場合には、日割計算を行う。 

５  （削除） 

６  給与規定第 3 章第 15 条役割給に定めてある管理職 3 級以上の職員については住宅手

当を支給しない。 

 

第４章 基準外賃金 

 

第２４条  通勤手当 

     通勤手当は次に掲げる職員に支給する。 

(1) 通勤のため片道２㎞（通勤距離）以上の公共交通機関を利用し、かつその運賃を

負担することを常例とする職員。 

(2) 通勤のため片道２㎞（通勤距離）以上の路程に自転車・自動車等を使用すること

を常例とする職員。 

２． 通勤手当の月額は各号に掲げる職員の区分に応じ、該当各号に掲げる額とする。 

(1) 前項第１号に掲げる職員 

 公共交通機関等利用については、利用区間の６ヵ月間通勤定期乗車運賃の１カ月

相当額を支給する。その上限は月額 20,900円とする. 

(2) 前項第２号に掲げる職員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通勤距離の区分 支給額 

２㎞以上～５㎞未満 3,000円 

５㎞以上～10㎞未満 4,200円 

10㎞以上～15㎞未満 7,100円 

15㎞以上～25㎞未満 11,500円 

25㎞以上～30㎞未満 15,700円 

30㎞以上～35㎞未満 17,000円 

35㎞以上～40㎞未満 18,300円 

40㎞以上 22,000円 
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(3)新たに職員となったもので通勤手当を受けようとする者は、速やかに所定の様式

による通勤届を提出しなければならない。職員が住居もしくは通勤方法を変更し、

または通勤のための運賃の額に変更があった場合も同様とする。 

(4)通勤手当は前項の届出があった月の翌月（新たに職員となった者の採用が月の初

日である時はその日の属する月）から支給を開始、または支給が改定する。但し、

これに係る事実の生じた日から 15日を経過した後に届を受理した場合は、その届

出を受理した日の属する月の翌月から支給する。 

(5)通勤手当を支給されている職員が出張・休暇・欠勤・その他の理由により月間の

出勤日数が１５日に満たない場合、以下の計算式により計算し支給する。 

（計算式）通勤手当日額×出勤日数  

(6) 前項第１号及び第２号に掲げる手段を重複して用い通勤することが合理的かつ

経済的と判断される職員については、各号の計算方法を用いて算定した金額を合

算して支給することがある。但し、支給額は実際に要する費用とし、上限は月額

20,900円とする。 

３．前項第５号及び第１０条第２項に定める通勤手当日額は、以下の計算式により計

算した額とする。 

（計算式）通勤手当月額÷２１（円未満切捨て）  

 

第２５条  調整手当 

  給与規程の変更等に伴い、職員に著しい不利益の生じる恐れがある場合には、社会情

勢、法人の収支等を勘案の上、調整手当の支給を検討する。 

 

第２６条  夜勤手当・宿直手当・電話対応手当 

 夜勤手当は、次の額とする。 

     夜間保育園 園長・職員       月額 5,000 円 

     あしたば 職員           １回 7,000 円 

 

  ２  宿直手当は、次の額とする。 

共同生活援助クムレ 職員      １回 4,000 円 

 

  ３  電話対応手当は、次の額とする。 

     児童家庭支援センタークムレ・倉敷地域生活支援センター 職員 １回 300 円 

 

第２６条の２ 年末年始手当 

 年末年始手当は次に掲げる職員に支給する。 

 年末年始期間(12月 31日から 1月 3日までの間)に勤務を命ぜられた職員 

  1勤務につき３，５００円 

  ２  この手当は、12月 31日～1月 3日の間、且つ１回の出勤で連続して所定労働時間(８

時間)を勤務する毎に支給する。 
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第２６条の３ 早出手当 

     早出手当は、次の額とする。 

あしたばの厨房業務に従事する職員のうち、午前 7時より前から勤務する場合  

1回 300円 

 

第２６条の４ 特別地域勤務手当 

     特別地域勤務手当は、次の額とする 

あしたば職員        月額 2,000円 

 

第２７条  割増賃金 

 割増賃金は、次の算式により計算して支給する。ただし、休憩を与えた時間に対して

は支給しない。 

  基礎賃金は、基本給、資格手当、調整手当、管理職・役職手当、保育所勤務者処遇改

善手当、処遇改善手当の合計額とする。 

 

     ・時間外労働割増賃金 

      基礎賃金÷月平均所定労働時間×1.25×時間外労働時間数 

     ・法定休日労働割増賃金 

      基礎賃金÷月平均所定労働時間×1.35×法定休日労働時間数 

・休日労働割増賃金 

      基礎賃金÷月平均所定労働時間×1.25×休日労働時間数 

・深夜労働割増賃金 

      基礎賃金÷月平均所定労働時間×0.25×深夜労働時間数 

２．  前項の場合、就業規則第 54、55条の所定休日に勤務した場合であっても、同規則

第 56 条によってあらかじめ休日の振替が行われた場合には、その日の勤務は通常の

勤務として扱い、所定勤務時間を超えた場合を除き、前項に定める割増賃金は支給し

ない。 

 

第２８条  時間計算 

 前条における時間外労働割増賃金の計算にあたっての月平均所定労働時間は、年間総労

働時間数を 12で除した数(小数点以下は切り捨て)とする。 

 

第５章 昇給・降給 

 

第２９条  昇給の時期 

 昇給は、毎年 6 月末日を基準日とし満 1 年を経過したものを対象に原則として年 1

回７月に行う。ただし、業績不振などにより、昇給することで経営上支障が生じる場合

は、行わないことがある。 

２  次の各号のひとつに該当する場合は、昇給の対象から除外する。ただし、成績などが

優秀で法人が特に認めた場合は、昇給することがある。 

(1)算定期間において出勤日数が所定労働日数の９割に満たない者（産前産後休暇、 
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育児休業・介護休業期間を除く） 

(2)算定期間中に出勤停止以上の懲戒処分を受けた者 

(3)昇給時、休職中の者（昇給は復職後に行う） 

(4)勤続１年未満の者 

（5）満 60歳以上の者（ただし、管理職 2級以上の者を除く） 

３  昇給の算定期間は、４月 1日～翌年３月 30日までとする。 

 

第３０条  役割基本給の昇給 

 役割基本給の昇給の種類は、次の通りとする。 

     新役割基本給＝基本給＋昇給額＋昇格昇給額 

ただし、新基本給が 

      (1) 範囲給の下限額に達しない場合は下限額を新基本給とする。 

      (2) 範囲給の上限額を超えるものは上限額を新基本給とする。       

２  昇給額は原則として次の通りとする。 

     昇給額＝基本給×基準昇給率（額）×昇給係数。 

  ３  基準昇給率（額）は次の条件を勘案して毎年決定するものとする。 

     (1)事業実績（法人の事業活動経常収支） 

     (2)世間水準（前年度の民間給与改定実態、人事院勧告等） 

     (3)物価水準（前年度の消費者物価指数）など 

      ＊基準昇給率の決定機関並びに手続きは別に定める。 

  ４  昇給係数は次の通りとします 

     昇給係数＝習熟係数＋発揮度係数 

      習熟係数、発揮度係数は、別表５の通りとし、詳細は「キャリアパス運用規程」に

定める。  

 

第３１条  昇格降格昇給 

  職群役割資格等級に基づく昇降格の際には、昇降格昇給を行う。 

２  昇格昇給は、別表６の通りとする。 

３   降格の場合は、原則として降格時の役割基本給に昇格昇給率を乗じた額に相当する額

を減額し、処遇条件とする。 

 

第６章 特別賃金 

 

第３２条  賞与支給の原則 

 当該賞与算定期間における法人の業績並びに職員の勤務成績・人事考課により、９月

と３月に賞与を支給する。ただし、業績不振などにより、賞与を支給することで経営上

支障が生じる場合は、減額または支給しない。 

２  次の各号のひとつに該当する場合は、賞与の対象から除外する。ただし、勤務成績が

優秀で法人が特に認めた場合は、支給することがある。 

(1)算定期間において出勤日数が所定労働日数の２分の１未満の者（産前産後休暇、育

児休業・介護休業期間を除く） 
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(2)算定期間中に出勤停止以上の懲戒処分を受けた者 

(3)支給日現在在籍していない者 

第３３条  算定期間 

 賞与の算定期間は次のとおりとする。また、支給日はその都度法人が決定する。 

 

支給月 算定期間 

9月 2月 1日～7月末日 

3月 8月 1日～1月末日 

 

第３４条  賞与の支給算式 

 賞与の各人に対する支給算式は次のとおりとする。 

賞与＝役割基本給×支給月数×出勤率×在籍期間率 

２  賞与支給月数（支給率）は、事業活動経常収支状況を勘案して決定する。 

 職群及び役割資格等級に応じて支給率を決定することがある。 

３  出勤率は第 33 条に示す賞与算定期間の出勤率とする。 

４  在籍期間率は賞与算定期間における在籍期間の比率とする（最大 100％）。 

  なお、支給日に在籍していない場合は支給対象外とする。 

５ 算定期間中に就業規則第 10 章（第 86 条～第 94 条）に定める表彰もしくは懲戒に 

  相当する処分を受けた場合は、前項の金額に、執行役員会の決定に基づく支給率を乗 

 じる。 

 

第３５条  算定期間の中途入社職員の取扱い 

 第 33条の算定期間の中途で入社した職員の取扱いは、次のとおりとする。 

  賞与算定期間における勤務月数 

   （1） 3ヶ月未満  執行役員会の決定に基づく定額とする（1ヶ月未満は切捨て） 

  （2） 3ヶ月以上 6ヶ月未満  期間按分にて支給する（1ヶ月未満は切捨て） 

 

第３６条  退職金 

 職員の退職金は社会福祉施設職員等退職手当共済制度および岡山県民間保育所職員

共済制度または岡山県民間社会福祉従事者共済制度に定めるところにより退職金を支

給する。 

２ 法人は、該当する職員の退職後、１項に定める制度の給付手続きを行い、その給付

が行われる日を退職金の支払い日とする。 

  

第３７条  退職金制度の改廃 

 この制度は、社会保障制度の状況、経済情勢等の変動に応じて、その一部または全部

を改訂または廃止することができる。 

 

第３８条  勤務 1時間あたりの給与額算出 

 勤務 1時間あたりの給与額は、{基準内賃金÷(年間総労働時間を 12で除した数)}と 

する。 
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第７章 その他 

 

第３９条  返還 

虚偽または届け出を怠る等により、不正に本規程に定める賃金の支給を受けた場合は、

その事由の発生時点に遡り、不正に受け取った賃金の全てを法人に返還しなければなら

ない。 

 

附   則 
（規程の改廃） 

第１条 この規程の改廃は、「規程等管理規程」の定めによる。 

 

（実施時期） 

第２条  この規程は、平成 17年 4月 1日から施行する。 

この規程は、平成 17年 9月 1日から改正する。 

この規程は、平成 18年 4月 1日から改正する。 

この規程は、平成 19年 4月 1日から改正する。 

この規程は、平成 19年 10月 1日から改正する。 

この規程は、平成 20年 4月 1日から改正する。 

この規程は、平成 21年 4月 1日から改正する。 

この規程は、平成 21年 10月 1日から改正する。 

この規程は、平成 22年 4月 1日から改正する。 

この規程は、平成 23年 4月 1日から改正する。 

この規程は、平成 24年 1月 1日から改正する。 

（第 24条 手当の通勤手当は平成 24年 1月 1日より施行） 

この規程は、平成 24年 4月 1日から改正する。 

（第 27条の 2 手当の年末年始手当は平成 24年 4月 1日より施行） 

この規程は、平成 25年 4月 1日から改正する。 

この規程は、平成 26年 7月 1日から改正する。 

この規程は、平成 27年 4月 1日から改正する。 

この規程は、平成 29年 4月 1日から改正する。 

この規程は、平成 29年 6月 22日から改正する。  

この規程は、平成 29年 8月 21日から改正する。 

（第 20条の 2 手当の保育所勤務者等処遇改善手当は平成 29年 7月 1日より施行） 

この規程は、平成 29年 12月 1日から改正する。 

この規程は、平成 30年 4月 1日から改正する。 

この規程は、平成 30年 7月 1日から改正する。 

この規程は、平成 30年 8月 31日から改正する。 

（第 15条 初任給にかかる別表 1及び第 16条 役割基本給にかかる別表 2は平成 30年 

7月 1日より施行） 
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この規程は、平成 31年 1月 1日から改正する。 

この規程は、令和元年 9月 1日から改正する。 

この規程は、令和２年４月１日から改正する。 

この規程は、令和３年４月１日から改正する。 

この規程は、令和３年９月 15日から改正する。 

（第 20条の 3 処遇改善手当は令和 3年 7月 1日より施行） 

この規程は、令和４年 2月 1日から改正する。 

この規程は、令和４年 4月 1日から改正する。 

 

（扶養手当に関する経過措置） 

 平成 30年 4月 1日から平成 31年 3月 31日までの間は、この規程による改正後の給与規程（以

下「改正後給与規程」という）第 22条により算出した手当額が改定前の給与規程（以下「改正

前給与規程」という）により算出した手当額を下回る場合、その差額を調整手当として支給する。 

 平成 31年 4月 1日から平成 32年 3月 31日までの間は、この規程による改正後給与規程とい

第 22条により算出した手当額が改正前給与規程により算出した手当額を下回る場合、その差額

に 1/2を乗じた額を調整手当として支給する。 

 

別表１ 各職群資格等級に対応する役割基本給 

資格等級 上限額 下限額 資格等級 上限額 下限額 

経営職（目安） 451,500 359,900 総合職 1級 240,200 191,400 

管理職 1級 402,000 320,400 総合職 2級 226,400 185,900 

管理職 2級 357,900 285,200 総合職 3級 213,300 175,500 

管理職 3級 318,600 253,900 専門職 1級 235,000 187,300 

指導職 1級 286,300  228,200 専門職 2級 213,300 175,500 

指導職 2級 262,200 209,000 一般職 1級 221,000 176,100 

専任職 262,200 209,000 一般職 2級 208,400 171,500 

  

 別表２ 職群別役割資格等級別初任給 

職群 学歴 公的資格 初任格付 初任給与（R1） 

総合職群 

院卒 有・無 総合職 2級 185,900 

4大卒 
有 総合職 3級 

184,000 

短大・専卒 175,500 

専門職群 

4大卒 

有 専門職 2級 

184,000 

3大・専卒 176,700 

短大・専卒 175,500 

一般職群 短大・専卒 無 一般職 2級 173,500 
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高卒 一般職 2級 171,500 

ⅰ．なお、平成 29年度以降 31年度まで３ヵ年計画で初任給の是正を行う。 

 

 

別表３ 中途採用者の前歴評価基準 

前歴職種 職務内容 前歴換算比率 

同業種の経験者 
同一職務 80％以上 90％未満 

その他 70％以上 80％未満 

上記以外の経験者 
同一職務 70％以上 80％未満 

その他 60％以上 70％未満 

その他 
役立つ職務 30％以上 60％未満 

その他 原則換算しない 

ⅰ．総合職・専門職群は、中途採用者格付け換算表によって行う。 

  （非正規職員から正規職員への転換についても同様の扱いとする） 

ⅱ．一般職群は、原則として前歴評価を行わない。 

ⅲ．期間の最終計算で 1年未満は切り捨てる。 

 

 別表４ 管理職・役職手当 

・理事等執行役員（経営職）      100,000円 

・部長（管理職 1級）          90,000円 

・部長心得（管理職 2級）           80,000円 

・次長（管理職 2級）          70,000円 

・次長心得（管理職 3級）        60,000円 

・課長（管理職 3級）           50,000円 

・課長心得（指導職１級）        30,000円 

・主任（指導職 1級）          20,000円 

・主任心得（指導職 2級）         18,000円 

・副主任（指導職 2級）          15,000円 

・副主任心得（総合職 1級）        5,000円 

・リーダー（総合職 1級及び専門職 1級） 3,000円  

・キャップ（総合職 1級及び専門職 1級）  1,500円 

・キャップ（総合職 2級及び専門職 2級）  1,000円 

 *一般職で任用するリーダー・キャップ（心得）は、総合職 2級の手当と同額. 

 

 別表４の２ 保育所勤務者等処遇改善手当 

役職 支給額 

副主任等 
副主任保育士 40,000円 

保育リーダー 25,000円 

分野別リーダー 保育リーダー心得 15,000円 
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保育サブリーダー 5,000円 

 

 

 別表５ 昇給係数（昇給係数＝習熟係数＋発揮度係数） 

 ⅰ．習熟比率と発揮度比率 

 習熟比率 発揮度比率 対象資格 

一般職員 50％ 50％ 総合職、専門職、一般職 

指導職員 40％ 60％ 指導職、専任職 

管理職員 30％ 70％ 管理職 

  

ⅱ．習熟係数：習熟指数×習熟比率 

 

経過年数 

 

習熟指数 

習熟係数 

一般職員 

（0.5） 

指導職員 

（0.4） 

管理職員 

（0.3） 

１ 1.0 0.50 0.40 0.30 

２ 1.2 0.60 0.48 0.36 

３ 1.3 0.65 0.52 0.39 

４ 1.2 0.60 0.48 0.36 

５ 1.0 0.50 0.40 0.30 

６ 0.8 0.40 0.32 0.24 

７ 0.6 0.30 0.24 0.18 

８ 0.4 0.20 0.16 0.12 

９ 0.2 0.10 0.08 0.06 

１０以上 0.0 0.00 0.00 0.00 

 ⅰ．昇格者の新役割資格等級における経過年数は、１年とする。 

 

 ⅲ．発揮度係数：発揮度指数×発揮度比率 

 人事考課 

ランク 

発揮度 

指数 

発揮度係数 

総合・専門・一般職 

（0.5） 

指導職 

（0.6） 

管理職 

（0.7） 

Ｓ 1.5 0.75 0.90 1.05 

Ａ 1.2 0.60 0.72 0.84 

Ｂ＋ 1.1 0.55 0.66 0.77 

Ｂ 1.0 0.50 0.60 0.70 

Ｂ－ 0.9 0.45 0.54 0.63 

Ｃ 0.8 0.40 0.48 0.56 
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Ｄ 0.5 0.25 0.30 0.35 

  

 

 

別表６ 昇格昇給率 

昇格類型 昇格昇給率 

一般職 2級→一般職 1級、一般職→総合職、 

総合職３級→総合職 2級→総合職 1級、専門職 2級→専門職 1級 
各 2％ 

総合職→指導職・専任職、指導職２級・専任職→指導職 1級 各 3％ 

指導職➝管理職、管理職３級➝管理職 2級→管理職 1級→経営職 各 4％ 

   


